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告 示
名古屋港管理組合告示第１７号
　名古屋港管理組合港湾施設条例施行規則（昭和３６年名古屋港管理組合規則第７号）第８条の２の規定に基づく制限区域に
次の国際埠頭施設を平成２４年４月１日に追加した。
　　平成２４年４月１３日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　
愛知県知事　大村　秀章　

監査公表第１号
　地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき定期監査を実施したので、同条第９項の規定により、監査の結果に関する報告 
を公表する。
　　平成２４年４月１３日

名古屋港管理組合監査委員　�　田　真　人
同　　　　　　　　　　　　宮　島　寿　男
同　　　　　　　　　　　　吉　井　信　雄

１　監査の期間
　　平成２３年１０月６日から
　　平成２４年３月２日まで
２　監査の対象及び実施年月日

国　際　埠　頭　施　設地　　区

Ｔ３ 岸壁鍋田ふ頭地区

監 査 公 表

実　施　年　月　日対　　象

平成２３年１０月６日
平成２３年１１月２９日

監査委員事務局

平成２３年１０月６日
平成２３年１１月３０日

議 会 事 務 局

平成２３年１０月６日
平成２３年１２月８日から
平成２４年１月６日まで

企 画 調 整 室

平成２３年１０月６日
平成２３年１２月１日から
平成２４年２月２日まで

総 務 部
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３　監査の範囲
　地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき、平成２３年度の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について実
施した。
　なお、工事については、建設部の工事の内１件を抽出して、社団法人大阪技術振興協会に工事技術調査を委託し、これ
を参考に監査した。

４　監査結果
　事務の執行及び事業の管理については、おおむね適正に処理されていると認められたが、次のとおり留意改善を要する
指摘事項及び検討等を要する注意事項が見受けられた。

　　なお、これらの事項については、必要な措置を講じられたい。
　�　指摘事項
〈支出事務〉
ア　超過勤務手当において、過支給となっているものがあった。
　　該当箇所　総務部、港営部
イ　在勤地出張に係る旅費において、未支給、支給不足及び過支給となっているものがあった。
　　該当箇所　企画調整室、総務部、港営部、建設部

　�　注意事項
〈支出事務〉
　負担金、補助及び交付金の支出において、補助金の交付根拠等に不明瞭な点及び交付手続きに不備が見受けられたの
で、交付基準の明確化及び適正な執行に努められたい。
　該当箇所　総務部、港営部

〈財産管理事務〉
　物品の管理において、備品の受払いに関する不整合や消耗品・原材料品受払簿の未作成が見受けられたので、慎重か
つ適正に整理されたい。
　該当箇所　港営部

〈事務管理〉
　昨年度から導入した「庶務事務システム」について、職員による入力誤りが多数見受けられたので、操作手続き等に
関する周知の徹底及び注意喚起を行い、内部統制機能の強化を図り、適正な運用に努められたい。
　該当箇所　総務部

５　監査意見
�　負担金、補助及び交付金の支出については、本組合の事務事業に対する効果を十分に考慮した上で、支出の是非及び
金額を今一度判断し、一層の有効活用を心掛けるよう要望する。

　　該当箇所　議会事務局、企画調整室、総務部、港営部
�　港湾経営に関する調査研究については、結果となる知的生産物を残し、ホームページ等により広く公表していくよう
要望する。

　　該当箇所　企画調整室
�　公の施設の管理については、一層のランニングコスト抑制に向けた検討を行い、指定管理者等への指導にあたっても、
更に効率的な管理運営を可能とすべく配慮するよう要望する。

　　該当箇所　港営部

監査公表第２号
　地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき財政援助団体等監査を実施したので、同条第９項の規定により、監査の結果に関
する報告を公表する。
　　平成２４年４月１３日

名古屋港管理組合監査委員　�　田　真　人
同　　　　　　　　　　　　宮　島　寿　男
同　　　　　　　　　　　　吉　井　信　雄

（財団法人名古屋港埠頭公社）

１　監査種別　出資団体監査
２　監査の対象　財団法人名古屋港埠頭公社
３　実施年月日　平成２３年１２月１６日（金）
　　　　　　　　平成２４年１月２５日（水）

実　施　年　月　日対　　象

平成２３年１１月２２日
平成２４年１月２０日から
平成２４年２月２３日まで

港 営 部

平成２３年１１月２２日
平成２４年１月２０日から
平成２４年３月２日まで

建 設 部
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４　監査対象の概要
　�　設立目的

　財団法人名古屋港埠頭公社は、名古屋港における外貿コンテナ埠頭及びカーフェリー埠頭の建設並びに貸付、改良、
維持、災害復旧その他の管理を総合的かつ効率的に行うことにより、名古屋港の機能の強化を図り、もって外国貿易の
増進並びに住民の福祉の向上及び地域経済の発展に寄与することを目的とする。

　�　沿革
　昭和４６年１０月２２日にカーフェリー埠頭の建設、管理運営を行うことを目的に名古屋港管理組合の全額出捐で「財団法
人名古屋フェリー埠頭公社」が設立された。
　その後の急激なコンテナ貨物の増加により、外貿コンテナ埠頭の充実が急務となり、新たに公社方式による外貿コン
テナ埠頭の整備をするため、平成５年２月２６日に従来の業務に外貿コンテナ埠頭業務を追加して「財団法人名古屋港埠
頭公社」に改組した。

　�　事業の内容
ア　外貿コンテナ埠頭及びカーフェリー埠頭の建設並びに貸付及び改良、維持、災害復旧その他の管理を行うこと。
イ　外貿コンテナ埠頭及びカーフェリー埠頭の円滑な利用を確保するため必要な事務所、店舗、福利厚生施設その他の
施設の建設及び管理を行うこと。

ウ　委託により外貿コンテナ埠頭及びカーフェリー埠頭と密接な関連のある港湾施設の工事及び管理を行うこと。
　�　組織

　組織は、理事長始め常勤役員３名のもと、管理部１５名、工務部１０名により事業運営を行っている。機構は次表に示す
とおりである。

　　機構図（平成２３年３月３１日現在）

５　監査の観点
　平成２３年３月３１日現在の基本財産は２，０００万円で名古屋港管理組合が全額、出捐していることから、地方自治法第１９９条
第７項の規定に基づき、主として平成２２年度における出納その他の事務について監査を実施した。

６　事業の状況
【コンテナ埠頭事業会計】

　鍋田ふ頭コンテナターミナルの管理運営は、一般港湾運送事業者８社が共同借受人となり、共同出資した「名古屋ユナ
イテッドコンテナターミナル株式会社（ＮＵＣＴ）」があたっている。
　飛島ふ頭南側コンテナターミナルの管理運営は、一般港湾運送事業者６社、外航貨物定期航路事業者３社、利用運送事
業者１社の１０社が共同出資した「飛島コンテナ埠頭株式会社（ＴＣＢ）」があたっている。
【フェリー埠頭事業会計】

※北海道航路は太平洋フェリー株式会社が名古屋～仙台～苫小牧、２日に１便体制で運航

 

総務課、経理課、

コンテナ業務課、フェリー業務課
管理部
１５名

工務課

施設課
工務部
１０名

理事長（非常勤） 専務理事（常勤）

常務理事（常勤）

理　　事（常勤）

対前年度比平成２１年度平成２２年度区　　分

６ 隻　　 （１００．３％）２，２９４ 隻２，３００ 隻入港隻数
鍋田ふ頭

１３２，５３８ＴＥＵ　　 （１１５．０％）８８５，７７６ＴＥＵ１，０１８，３１４ＴＥＵ取扱個数

１２４ 隻　　 （１３３．０％）３７６ 隻５００ 隻入港隻数
飛島ふ頭南側

１２１，４９５ＴＥＵ　　 （１３４．１％）３５５，８０４ＴＥＵ４７７，２９９ＴＥＵ取扱個数

対前年度比平成２１年度平成２２年度区　　分

０ 隻　　 （１００．０％）１６５ 隻１６５ 隻入港隻数

北海道航路 △３，４７１ 人　 　 （９３．２％）５１，０５０ 人４７，５７９ 人旅客数

７２，５４０  ｔ　　 （１０１．９％）３，８２８，９３０  ｔ３，９０１，４７０  ｔ取扱貨物量
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７　経営の状況
　�　比較貸借対照表

【コンテナ埠頭事業会計】

増減率比較増減平成２１年度平成２２年度科　 目

％円円円

１０６．１０１３８，３５９，２２５２，２６９，３２２，３８２２，４０７，６８１，６０７流動資産

１０６．０９１３８，１１５，０９５２，２６８，５０７，６０６２，４０６，６２２，７０１　現金及び預金

１２９．９６２４４，１３０８１４，７７６１，０５８，９０６　未収金

－０００　その他の流動資産

５３．４４△８，６４０，４６２１８，５５８，１３３９，９１７，６７１繰延勘定

５３．４４△８，６４０，４６２１８，５５８，１３３９，９１７，６７１　控除対象外消費税

９１．１３△１，２７７，６７８，３６３１４，４１１，９８１，１４０１３，１３４，３０２，７７７固定資産

－０００　基本財産

－０００　　土地

８９．４９△１，４４８，６８６，０６４１３，７８３，１１０，２４３１２，３３４，４２４，１７９　有形固定資産

－０００　　土地

１００．０００１，３６６，０３３，４９４１，３６６，０３３，４９４　　建物

１１０．３１△４５，３１８，８４０△４３９，４２５，２２０△４８４，７４４，０６０　　建物減価償却累計額

９９．９４△９，９４５，０５２１７，０１５，８３５，９４３１７，００５，８９０，８９１　　構築物

１０８．９９△６４５，４５０，３９５△７，１７８，８４９，６１３△７，８２４，３００，００８　　構築物減価償却累計額

１００．０００８，４１１，３５３，８５２８，４１１，３５３，８５２　　機械及び装置

１１３．８７△７４７，７７７，１３６△５，３９２，７１６，１３６△６，１４０，４９３，２７２　　機械及び装置減価償却累計額

１００．０００１，５８２，０００１，５８２，０００　　車両運搬具

１０１．０２△１５，８１９△１，５５０，３５７△１，５６６，１７６　　車両運搬具減価償却累計額

１００．０００２，０３４，８２５２，０３４，８２５　　工具、器具及び備品

１１５．０５△１７８，８２２△１，１８８，５４５△１，３６７，３６７　　工具、器具及び備品減価償却累計額

－０００　建設仮勘定

８６．６２△１０，７７７，２１１８０，５３２，８７０６９，７５５，６５９　無形固定資産

１３３．１５１８１，７８４，９１２５４８，３３８，０２７７３０，１２２，９３９　投資その他の資産

９３．１３△１，１４７，９５９，６００１６，６９９，８６１，６５５１５，５５１，９０２，０５５資産合計

９７．３８△１４，９６３，４００５７０，１３９，０３１５５５，１７５，６３１流動負債

９７．３６△１５，０４３，８９３５６９，３３７，０３１５５４，２９３，１３８　未払金

１１０．０４８０，４９３８０２，０００８８２，４９３　預り金

－０００　その他の流動負債
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９０．３２△１，５３５，６３２，２３６１５，８５６，３８５，４９５１４，３２０，７５３，２５９固定負債

８９．７１△１，５６１，７９２，９８６１５，１８２，８５５，６９８１３，６２１，０６２，７１２　長期借入金

１０３．８８２６，１６０，７５０６７３，５２９，７９７６９９，６９０，５４７　長期預り金

１００．３８３１０，０００８２，１１８，６６０８２，４２８，６６０引当金

１００．０００８１，６４２，０００８１，６４２，０００　貸倒引当金

－０００　修繕引当金

－０００　災害復旧引当金

１６５．０４３１０，０００４７６，６６０７８６，６６０　退職給与引当金

９０．６１△１，５５０，２８５，６３６１６，５０８，６４３，１８６１４，９５８，３５７，５５０負債合計

－０００資本金

－０００　出捐金

３１０．４０４０２，３２６，０３６１９１，２１８，４６９５９３，５４４，５０５剰余金

１００．０００３４２，２８１，５２８３４２，２８１，５２８　資本剰余金

△１６６．３３４０２，３２６，０３６△１５１，０６３，０５９２５１，２６２，９７７　利益剰余金

－０００　　利益積立金

△１６６．３３４０２，３２６，０３６△１５１，０６３，０５９２５１，２６２，９７７　　当年度未処分利益

１３７．４１１０９，５２５，５３７２９２，８００，４９９４０２，３２６，０３６　　（うち当期損益）

３１０．４０４０２，３２６，０３６１９１，２１８，４６９５９３，５４４，５０５資本合計

９３．１３△１，１４７，９５９，６００１６，６９９，８６１，６５５１５，５５１，９０２，０５５負債・資本合計

【フェリー埠頭事業会計】

増減率比較増減平成２１年度平成２２年度科　 目
％円円円

１０５．３７２４，０３３，２０８４４７，４２８，２１９４７１，４６１，４２７流動資産

１０６．１７２７，０２８，９８２４３８，２８６，３３２４６５，３１５，３１４　現金及び預金

６７．２３△２，９９５，７７４９，１４１，８８７６，１４６，１１３　未収金

－０００　その他の流動資産

５７．５０△４６５，４３３１，０９５，１８１６２９，７４８繰延勘定

５７．５０△４６５，４３３１，０９５，１８１６２９，７４８　控除対象外消費税

９７．５６△３７，０６５，９３８１，５１６，８６６，４５１１，４７９，８００，５１３固定資産

１００．０００２０，０００，０００２０，０００，０００　基本財産

１００．０００２０，０００，０００２０，０００，０００　　土地

９７．５２△３７，０４４，７２２１，４９６，４８２，１７５１，４５９，４３７，４５３　有形固定資産
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１００．０００１，０３３，５８４，８３７１，０３３，５８４，８３７　　土地

１００．０００４１０，８６２，０５９４１０，８６２，０５９　　建物

１０４．５２△１０，０５８，７２０△２２２，３３８，２２０△２３２，３９６，９４０　　建物減価償却累計額

９７．６６△２５，３６９，１７２１，０８５，２８１，０３６１，０５９，９１１，８６４　　構築物

９９．７１２，３７０，５９５△８３０，８１３，８７６△８２８，４４３，２８１　　構築物減価償却累計額

１００．０００２９，２３２，７１７２９，２３２，７１７　　機械及び装置

１０５．９０△１，２０３，６６２△２０，４１６，８２１△２１，６２０，４８３　　機械及び装置減価償却累計額

１００．０００２，０７３，１４１２，０７３，１４１　　車両運搬具

１０１．０４△２０，７３０△１，９８８，６９０△２，００９，４２０　　車両運搬具減価償却累計額

１００．０００２３２，８１４，３９２２３２，８１４，３９２　　工具、器具及び備品

１０１．２５△２，７６３，０３３△２２１，８０８，４００△２２４，５７１，４３３　　工具、器具及び備品減価償却累計額

－０００　建設仮勘定

１００．０００１５０，９００１５０，９００　無形固定資産

９０．９１△２１，２１６２３３，３７６２１２，１６０　投資その他の資産

９９．３１△１３，４９８，１６３１，９６５，３８９，８５１１，９５１，８９１，６８８資産合計

８７．９４△９，５１０，９１５７８，８５７，０８２６９，３４６，１６７流動負債

８７．８８△９，４７５，８０８７８，１９０，３７１６８，７１４，５６３　未払金

９４．７３△３５，１０７６６６，７１１６３１，６０４　預り金

－０００　その他の流動負債

９５．３６△１７，６７７，０９８３８１，１９９，７９５３６３，５２２，６９７固定負債

９２．２９△１８，５６９，５９８２４０，９７９，３９５２２２，４０９，７９７　長期借入金

１００．６４８９２，５００１４０，２２０，４００１４１，１１２，９００　長期預り金

１００．０００５３５，２６５，８１１５３５，２６５，８１１引当金

１００．０００６５，７４８，０００６５，７４８，０００　貸倒引当金

１００．０００３１７，８６４，６６１３１７，８６４，６６１　修繕引当金

１００．０００１４３，５８１，０００１４３，５８１，０００　災害復旧引当金

１００．０００８，０７２，１５０８，０７２，１５０　退職給与引当金

９７．２７△２７，１８８，０１３９９５，３２２，６８８９６８，１３４，６７５負債合計

１００．０００２０，０００，０００２０，０００，０００資本金

１００．０００２０，０００，０００２０，０００，０００　出捐金

１０１．４４１３，６８９，８５０９５０，０６７，１６３９６３，７５７，０１３剰余金
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１００．０００１８，２４５，８５１１８，２４５，８５１　資本剰余金

１０１．４７１３，６８９，８５０９３１，８２１，３１２９４５，５１１，１６２　利益剰余金

１０４．６０４０，９８４，０９６８９０，８３７，２１６９３１，８２１，３１２　　利益積立金

３３．４０△２７，２９４，２４６４０，９８４，０９６１３，６８９，８５０　　当年度未処分利益

３３．４０△２７，２９４，２４６４０，９８４，０９６１３，６８９，８５０　　（うち当期損益）

１０１．４１１３，６８９，８５０９７０，０６７，１６３９８３，７５７，０１３資本合計

９９．３１△１３，４９８，１６３１，９６５，３８９，８５１１，９５１，８９１，６８８負債・資本合計

　�　比較損益計算書
【コンテナ埠頭事業会計】

増減率比較増減平成２１年度平成２２年度科　 目

％円円円

１００．３３９，２０１，０８９２，８０５，５３１，０４５２，８１４，７３２，１３４コンテナ埠頭事業収入

７４．６９△８６９，０４９３，４３４，１４８２，５６５，０９９事業外収入

９８．８８△２０，５１２１，８２９，８２０１，８０９，３０８特別収入

１００．３０８，３１１，５２８２，８１０，７９５，０１３２，８１９，１０６，５４１収益合計

９９．２３△１７，４３２，９１３２，２７３，４８３，０３８２，２５６，０５０，１２５コンテナ埠頭事業費

８５．４８△２６，４３３，２６６１８１，９９２，２１８１５５，５５８，９５２事業外支出

８．２７△５７，３４７，８３０６２，５１９，２５８５，１７１，４２８特別支出

９５．９８△１０１，２１４，００９２，５１７，９９４，５１４２，４１６，７８０，５０５費用合計

１３７．４１１０９，５２５，５３７２９２，８００，４９９４０２，３２６，０３６当年度純利益

【フェリー埠頭事業会計】

増減率比較増減平成２１年度平成２２年度科　 目

％円円円

９７．１７△８，７１１，３６３３０７，５９０，１２９２９８，８７８，７６６フェリー埠頭事業収入

７８．５６△１５９，１０４７４１，９４２５８２，８３８事業外収入

－０００特別収入

９７．１２△８，８７０，４６７３０８，３３２，０７１２９９，４６１，６０４収益合計

１０４．６２１２，２１４，８１６２６４，１９７，７０８２７６，４１２，５２４フェリー埠頭事業費

８９．３７△３３４，８７３３，１５０，２６７２，８１５，３９４事業外支出

－６，５４３，８３６０６，５４３，８３６特別支出

１０６．８９１８，４２３，７７９２６７，３４７，９７５２８５，７７１，７５４費用合計

３３．４０△２７，２９４，２４６４０，９８４，０９６１３，６８９，８５０当年度純利益
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８　監査結果
　�　結果の概要

　事業は設立目的に沿って適正に行われており、提出された貸借対照表、損益計算書等の財務諸表の計数を関係諸帳簿
と照合した結果、いずれも符合し、経営成績及び財政状態を適正に表示しており、出納その他の事務は適正に執行され
ているものと認められた。

　�　指摘事項等
ア　指摘事項
　　　特になし
イ　注意事項
　　　特になし

９　監査意見
　平成２４年１２月に予定されている株式会社化に向け、より一層の効率的な経営を望むと共に、工事入札等にあたっては透
明性のある契約手続きを図られるよう要望する。

（株式会社日誠）

１　監査種別　公の施設の指定管理者監査
２　監査の対象　株式会社日誠

（所在地：愛知県知多市八幡字小根１４－２９）
主として平成２２年度の出納その他の事務

３　実施年月日　平成２３年１２月９日（金）
　　　　　　　　平成２４年１月２３日（月）
４　監査対象の概要
　株式会社日誠は、本組合から新舞子マリンパーク、南浜緑地及び北浜緑地の指定管理者の指定を受けており（指定期間：
平成２２年４月１日から平成２６年３月３１日まで）、次の業務を行っている。

　�　運動施設等の利用の許可その他施設を一般の利用に供すること。
　�　施設の維持に関すること。
　�　その他管理者が定める業務
５　監査の観点
　本組合は、平成２２年度において、指定管理料３，９５９万円を支出し、また利用料金として４，１８６万５，５００円を収受させている
ことから、地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき、事業運営は協定等に沿って適正に執行されているか、会計経理は適
正に行われているか等について、主として平成２２年度における公の施設の管理にかかる出納その他の事務について監査を
実施した。

６　事業の状況
　施設の利用状況は第１表のとおりである。

　　第１表　施設の利用状況

７　収支の状況
　　平成２２年度の指定管理者業務に係る収支状況は、第２表のとおりである。
　　第２表　指定管理者業務に係る収支状況

利用料金台数区　　　分

９，６５４，５００円１９，３０９台新舞子マリンパーク駐車場収入

３２，２１１，０００円６５，３６０台海づり公園駐車場収入　　　　

４１，８６５，５００円８４，６６９台合　　計

（単位：円）  収入の部

決算額予算額区　　分

４１，８６５，５００４５，５００，０００利用料金収入

９，６５４，５００１４，５００，０００新舞子マリンパーク

３２，２１１，０００３１，０００，０００海づり公園

３６０，０００雑収入

３９，５９０，０００３９，５９０，０００指定管理料収入

８１，８１５，５００８５，０９０，０００合　　計
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８　監査結果
　�　結果の概要

　監査の結果、一部に注意を要する事例が見受けられた。今後の事業執行に当たっては、これらの点に留意されたい。
　�　指摘事項等

ア　指摘事項
　　特になし

イ　注意事項
（事業報告書の作成について）
　　基本協定書において、事業報告書に利用料金の収入の実績や施設の管理運営に係る収支状況等を記載して提出す
　ることとなっているが、施設利用実績報告等に誤った記述が見受けられたので、注意されたい。

　３月２６日招集された定例名古屋港管理組合議会は、会期を３日と決定し、２８日議事終了閉会した。
　付議事件及びその結果は、下記のとおりである。

記
１　平成２４年度名古屋港管理組合一般会計予算 原案可決
２　平成２４年度名古屋港管理組合基金特別会計予算 原案可決
３　平成２４年度名古屋港管理組合施設運営事業会計予算 原案可決
４　平成２４年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算 原案可決
５　名古屋港管理組合暴力団排除条例の制定について 原案可決
６　特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正について 原案可決
７　非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正について 原案可決
８　名古屋港管理組合港湾整備事業の設置等に関する条例の一部改正について 原案可決
９　平成２３年度名古屋港管理組合一般会計補正予算 原案可決
１０　特別職の職員及び職員の給与の特例に関する条例の一部改正について 原案可決
１１　職員の退職手当に関する条例の一部改正について 原案可決
１２　名古屋港管理組合港湾施設条例の一部改正について 原案可決
１３　平成２２年度名古屋港管理組合一般会計歳入歳出決算 認　　定
１４　平成２２年度名古屋港管理組合基金特別会計歳入歳出決算 認　　定
１５　平成２２年度名古屋港管理組合施設運営事業会計決算 認　　定
１６　平成２２年度名古屋港管理組合埋立事業会計決算 認　　定
１７　各常任委員会における閉会中の継続調査について 可　　決

 

支出の部

決算額予算額区　　分

８７，８５３，５３４８５，０９０，０００管理運営費合計

３５，４３０，３５３１８，２５２，０００人件費

５２，４２３，１８１６６，０３８，０００事業費

０８００，０００管理費

８７，８５３，５３４８５，０９０，０００合　　計

△６，０３８，０３４０収支差額

氏　　　名旧新

長 谷 川　 佳　 隆

青　 木　 理　 恵

加　 藤　 武　 雄

板　 倉　 　 　 宏

山　 中　 さ な 江

井 戸 田　 元　 康

議会事務局議事課課長補佐

議会事務局議事課　主事

議会事務局議事課　主事

企画調整室主査（調整担当）

企画調整室（企画担当）　主事

港営部振興課　主事

名古屋港管理組合へ出向

名古屋港管理組合へ出向

名古屋港管理組合へ出向

議会事務局議事課課長補佐

議会事務局議事課　主事

議会事務局議事課　主事

（以上４月１日）

議 会 事 項
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　名古屋港審議会委員の委嘱を、下記の者は解かれた。
　　　　　石　川　荘　資　（３月１日）
　名古屋港審議会委員に、下記の者が委嘱された。
　　　　　河　合　美　男　（３月１９日）

氏　　　名旧新

山　 本　 哲　 也

山　 田　 記　 子

冨　 永　 弘　 樹

粟　 野　 友　 美

監査委員事務局監査課長

監査課主事

港営部担当課長（関連事業担当）

総務部会計課主事

名古屋港管理組合へ出向

名古屋港管理組合へ出向

監査委員事務局監査課長

監査課主事

（以上４月１日）

審 議 会 事 項

監査委員事項

氏　　　名旧新

（退職者）

鈴 木 泰 治建設部長定年退職

小 坂 井　 慶　 一総務部危機管理室担当課長（防災・危機管
理担当）

定年退職

伊 藤 俊 明港営部海務課長定年退職

中 村 常 好港営部付課長（名古屋港埠頭公社派遣）定年退職

山 守 龍 三建設部担当課長（建築担当）定年退職

山 野 陽 二建設部港湾工事事務所副所長定年退職

山 田 英 和建設部港湾工事事務所副所長（維持修繕担
当）

定年退職

小 池 高 志企画調整室担当係長（統計担当）依願退職

松 井 雄 大企画調整室（事業担当）　技師依願退職

市 橋 英 子総務部行政管理課　主事定年退職

別 府 直 樹総務部職員課　主事依願退職

棚 橋　 隆港営部港営課　主事定年退職

青 山 陽 一建設部施設事務所　技師依願退職

山 田 雅 哉建設部施設事務所　技師依願退職

（退職派遣職員）

山 川 英 之港営部港湾管理事務所　主事退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）

松 山 克 久建設部港湾工事事務所　技師退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）

渡 邊 裕 之建設部施設事務所　技師退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）

（愛知県派遣職員）

茶 谷 泰 樹総務部担当課長（県市政策調整担当）併任解除

（名古屋市派遣職員）

雑　 報
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山 田　 淳総務部参事（県市政策調整担当）併任解除

奥 田 清 次企画調整室担当課長（政策推進担当）併任解除

（以上３月３１日）

鈴 木 � 志建設部次長建設部長

横 山 辰 夫名古屋市住宅都市局付参事併任
総務部参事（県市政策調整担当）

岩 間 初 彦建設部管理課長港営部付参事（名古屋みなと振興財団派遣）

濱 島　 稔港営部付参事（名古屋港埠頭公社派遣）港営部付参事（名古屋港埠頭公社派遣（更
新））

� � 智 �建設部工事課長建設部次長

田 村 正 史名古屋市住宅都市局付主幹併任
企画調整室担当課長（政策推進担当）

小 出 真 二企画調整室担当課長（事業担当）企画調整室担当課長（企画担当）

清 水　 浩企画調整室付課長
名古屋市派遣

企画調整室担当課長（バルク戦略担当）
名古屋市派遣解除

本 間 士 朗港営部担当課長（港湾利用高度化担当）企画調整室担当課長（事業担当）

桑 山 幹 根企画調整室主幹（港湾運営企画担当）企画調整室付課長
名古屋市派遣

松 島 和 宣建設部工事課課長補佐（工事監理担当）企画調整室付課長
名古屋市派遣

榊 原 勝 彦愛知県建設部港湾課付併任
総務部担当課長（県市政策調整担当）

畔 � 眞 文建設部施設事務所長総務部危機管理室担当課長（防災・危機管
理担当）

岡 田 康 延港営部担当課長（コンテナ担当）総務部会計課長
出納室兼務

城　 育 巳企画調整室付課長
名古屋市派遣

港営部担当課長（港湾利用高度化担当）
名古屋市派遣解除

森 田 峰 子港営部港営課課長補佐（プレジャーボート
対策担当）

港営部担当課長（プレジャーボート対策担
当）

岩 田　 健港営部付課長（名古屋みなと振興財団派遣）港営部担当課長（関連事業担当）

米 津 仁 集港営部振興課課長補佐港営部振興課長

加 塚 伸 吾港営部振興課長港営部海務課長

森 田 浩 敏港営部海務課課長補佐港営部担当課長（コンテナ担当）

山 本 哲 也監査委員事務局出向（監査課長）港営部付課長（名古屋港埠頭公社派遣）

稲 垣 栄 夫総務部会計課長
出納室兼務

建設部管理課長
出納室兼務解除

浅 野 一 光企画調整室担当課長（企画担当）建設部工事課長

家 田 和 典建設部技術管理課検査室長建設部施設事務所長

井 上　 斉建設部工事課課長補佐（施設工事監理担当）建設部担当課長（建築担当）

冨 永 弘 樹港営部担当課長（関連事業担当）監査委員事務局出向

吉 野 正 宜港営部港湾管理事務所副所長企画調整室企画担当統計センター所長

榊 原　 進企画調整室主査（企画担当）企画調整室主幹（港湾運営企画担当）

清 水 和 夫企画調整室主査（計画担当）企画調整室主幹（事業担当）
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糸 川　 賢港営部港営課課長補佐総務部総務課課長補佐

佐 藤 正 吉企画調整室企画担当統計センター所長総務部危機管理室課長補佐（防災・危機管
理担当）

後 藤 浩 一総務部行政管理課行政管理係長総務部会計課課長補佐
出納室兼務

江 上 正 臣港営部港営課庶務係長港営部港営課課長補佐

長 谷 川　 佳　 隆議会事務局出向（議事課課長補佐）港営部港営課課長補佐（プレジャーボート
対策担当）

岡 松　 宏総務部総務課担当係長（みなと交流事業担
当）

港営部振興課課長補佐

熊 谷 一 幸港営部海務課海務係長港営部海務課課長補佐

加 藤 隆 則総務部会計課課長補佐
出納室兼務

港営部港湾管理事務所副所長
出納室兼務解除

伊 藤 郁 男総務部危機管理室課長補佐（防災・危機管
理担当）

港営部港湾管理事務所副所長（港湾施設維
持担当）

三　 木　 信 一 郎総務部総務課課長補佐港営部付主幹（名古屋みなと振興財団派遣）

佐 々 木　 浩　 二建設部総合開発室課長補佐（本庁舎等調整
担当）

建設部総合開発室課長補佐（再開発担当）

今 枝 弘 昌建設部総合開発室課長補佐（再開発担当）建設部技術管理課検査室長

鬼 頭 祐 二建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）建設部技術管理課課長補佐（維持管理担当）

堀 田 秀 直企画調整室主幹（事業担当）建設部工事課課長補佐（工事監理担当）

榊 原 伸 裕建設部技術管理課課長補佐（維持管理担当）建設部工事課課長補佐（施設工事監理担当）

鈴 木 省 吾建設部工事課技術第一係長建設部港湾工事事務所副所長

大 村 真 司港営部港湾管理事務所副所長（港湾施設維
持担当）

建設部港湾工事事務所副所長（維持修繕担
当）

板 倉　 宏企画調整室主査（調整担当）議会事務局出向

井 戸 田　 徹　 也港営部管財課管財係長企画調整室主査（調整担当）

所　 隆 臣建設部技術管理課担当係長（技術調査担当）企画調整室主査（企画担当）

椴 山 享 佐建設部工事課　技師企画調整室主査（企画担当）

多 度 博 行企画調整室担当係長（統計情報担当）企画調整室担当係長（統計担当）

久 米 幹 晴建設部施設事務所担当係長（調整担当）企画調整室担当係長（統計情報担当）

� 木　 強建設部技術管理課担当係長（技術基準・検
査担当）

企画調整室主査（計画担当）

榊 原 直 人総務部財政課　主事企画調整室主査（バルク戦略担当）

澤 田 延 之港営部付係長（名古屋港埠頭公社派遣）企画調整室主査（環境担当）

小 島 秀 明建設部施設事務所担当係長（中川水位担当）企画調整室主査（環境担当）

奥　 貴 正港営部付係長（名古屋港埠頭公社派遣）企画調整室主査（事業担当）

宮 崎 誠 吾港営部管財課管理第二係長総務部総務課文書係長

山 本 喜 保総務部総務課文書係長総務部総務課法規係長

今 飯 田　 啓　 受退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）総務部総務課担当係長（みなと交流事業担
当）

内 匠 泰 雄港営部港営課担当係長（港湾利用高度化担
当）

総務部危機管理室担当係長（防災・危機管
理担当）
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杉 野 丈 晴総務部行政管理課担当係長（情報化推進担
当）

総務部行政管理課行政管理係長

稲 本 慶 太総務部行政管理課担当係長（システム管理
担当）

総務部行政管理課担当係長（情報化推進担
当）

西 條　 猛総務部行政管理課　主事総務部行政管理課担当係長（システム管理
担当）

吉 田　 聡総務部職員課担当係長（厚生事業担当）総務部職員課福利係長

小 酒 井　 博　 人港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）総務部職員課担当係長（厚生事業担当）

加 藤 康 弘総務部総務課法規係長港営部港営課庶務係長

早 川 智 教港営部付係長（名古屋港埠頭公社派遣）港営部港営課担当係長（港湾利用高度化担
当）

湊　 　 健建設部総合開発室担当係長（本庁舎等調整
担当）

港営部港営課担当係長（港湾利用高度化担
当）

坂 本 和 弘総務部職員課福利係長港営部管財課管財係長

� 橋 祐 司企画調整室主査（環境担当）港営部管財課管理第二係長

小 田 嶋　 美 代 子港営部付係長（名古屋港埠頭公社派遣）港営部海務課管理係長

河 合 純 二港営部海務課管理係長港営部海務課海務係長

川 原 茂 昭建設部施設事務所機械係長港営部港湾管理事務所施設維持第一係長

土 田 喜 久建設部施設事務所電気係長港営部港湾管理事務所施設維持第二係長

小 野 直 樹港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣
（更新））

横 井 敬 二建設部総合開発室（再開発担当）　主事港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）

荒 田 裕 生建設部施設事務所　技師港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）

服 部 純 司建設部港湾工事事務所技術第三係長港営部付係長（名古屋港埠頭公社派遣）

鶴 田 政 友総務部危機管理室　技師港営部付係長（名古屋港埠頭公社派遣）

澤 田 和 孝港営部港湾管理事務所　技師港営部付係長（名古屋港埠頭公社派遣）

伊 藤 健 治企画調整室主査（企画担当）建設部総合開発室担当係長（ガーデンふ頭
再開発担当）

清 水 敏 幸企画調整室主査（事業担当）建設部技術管理課担当係長（技術調査担当）

吉 田 宗 弘建設部工事課設計第二係長建設部技術管理課担当係長（技術基準・検
査担当）

平 松 久 佳総務部危機管理室担当係長（防災・危機管
理担当）

建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）

角 谷 祥 史建設部工事課　技師建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）

近 藤　 賢建設部港湾工事事務所技術第二係長建設部工事課技術第一係長

小 宅 基 之建設部施設事務所建築係長建設部工事課設計第二係長

音 堅 清 人建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）建設部港湾工事事務所技術第二係長

水 上 琢 允建設部港湾工事事務所　技師建設部港湾工事事務所技術第三係長

大 矢 敏 勝建設部施設事務所担当係長（建築工事担当）建設部施設事務所建築係長

犬 飼 圭 一港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）建設部施設事務所担当係長（建築工事担当）

児 玉 一 成建設部総合開発室担当係長（本庁舎等調整
担当）

建設部施設事務所機械係長

戸 谷 章 夫建設部施設事務所担当係長（電気設備工事
担当）

建設部施設事務所電気係長
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加 藤　 剛港営部港湾管理事務所施設維持第一係長建設部施設事務所担当係長（電気設備工事
担当）

福 田 弘 子建設部施設事務所　主事建設部施設事務所担当係長（調整担当）

淺 岡　 進港営部港湾管理事務所施設維持第二係長建設部施設事務所担当係長（中川水位担当）

大 森 雅 士港営部港営課　主事企画調整室（調整担当）　主事

原　 綾 子建設部技術管理課　主事企画調整室（企画担当）　主事

長 治 淳 嗣建設部港湾工事事務所　技師企画調整室（企画担当）　技師

山 本 圭 介企画調整室（環境担当）　技師企画調整室（計画担当）　技師

山 川 昭 佳港営部港営課　主事企画調整室（計画担当）　主事

熊 谷 美 穂企画調整室（計画担当）　技師企画調整室（環境担当）　技師

川 瀬 雅 裕企画調整室（環境担当）　技師企画調整室（事業担当）　技師

秋 本 健 吾退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）企画調整室（事業担当）　技師

田 中 一 之総務部危機管理室　主事総務部総務課　主事

佐 藤 佳 恵港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

総務部総務課　主事

白 川 賢 司港営部海務課　技師総務部総務課　技師

加 藤 武 雄議会事務局出向（議事課主事）総務部総務課　主事

河 合 治 人企画調整室主査（環境担当）総務部危機管理室　技師

朝 倉 大 輔総務部行政管理課　主事総務部危機管理室　主事

田 中 峰 人港営部海務課　技師総務部危機管理室　技師

二 村　 透総務部会計課　主事
出納室兼務

総務部行政管理課　主事
出納室兼務解除

鈴 木 壮 一港営部管財課　主事総務部行政管理課　主事

山 田 記 子監査委員事務局出向（監査課主事）総務部行政管理課　主事

棚 橋 治 之総務部総務課　主事総務部職員課　主事

桝　 野　 ま ゆ み総務部会計課　主事
出納室兼務

総務部職員課　主事
出納室兼務解除

奥　 村　 真 由 美建設部総合開発室（再開発担当）　主事総務部職員課　主事

黒 川 太 郎港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

総務部財政課　主事

奥 村 浩 佳港営部港営課　主事総務部会計課　主事
出納室兼務

清 水 尚 子港営部港湾管理事務所　主事総務部会計課　主事
出納室兼務

吉 見 直 子建設部港湾工事事務所　主事総務部会計課　主事
出納室兼務

喜 畑 智 香総務部総務課　主事港営部港営課　主事

伊 藤　 功総務部総務課　技師港営部港営課　技師

雨 宮 友 和総務部職員課　主事港営部港営課　主事

林　 秀 光総務部職員課　主事港営部港営課　主事

末 藤 正 緒港営部振興課　主事港営部港営課　主事

石 川 昌 幸港営部管財課　主事港営部港営課　主事



１５名古屋港管理組合公報　第４９３号　平成２４年４月１３日

青 木 理 恵議会事務局出向（議事課主事）港営部港営課　主事

宮 崎 純 子港営部港営課　主事港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

長 坂 浩 和港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣（更新））

� 橋 幸 代港営部海務課　主事港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

河 村 栄 輔建設部管理課　主事港営部港営課　主事（名古屋港埠頭公社派
遣）

山 � 正 勝港営部港営課　主事港営部振興課　主事

田 中 勇 一港営部港営課　主事港営部管財課　主事

野 中 重 成港営部港営課　主事港営部管財課　主事

小 笠 原　 典　 城総務部危機管理室　技師港営部海務課　技師

中 尾 弘 美総務部危機管理室　技師港営部海務課　技師

久 田 信 之総務部総務課　主事港営部港湾管理事務所　主事

志 賀 亜 紀港営部港営課　主事港営部港湾管理事務所　主事

渡 邉 博 之港営部港営課　技師（名古屋みなと振興財
団派遣）

港営部港湾管理事務所　技師

麻 谷　 薫港営部管財課　主事港営部港湾管理事務所　主事

森　 一 雄建設部工事課　主事港営部港湾管理事務所　主事

脇 坂 宗 勝建設部施設事務所　技師港営部港湾管理事務所　技師

野 々 垣　 英　 雄建設部施設事務所　技師港営部港湾管理事務所　技師

上 村 洋 介企画調整室（調整担当）　主事建設部管理課　主事

長 �　 渉港営部港営課　主事建設部総合開発室（再開発担当）　主事

堤 原 寿 美企画調整室（環境担当）　主事建設部技術管理課　主事

柴 田 英 智建設部施設事務所　技師建設部技術管理課　技師

玉 置 政 雄企画調整室（企画担当）　技師建設部工事課　技師

福 島 千 春港営部港湾管理事務所　主事建設部工事課　主事

田 中 正 洋港営部港湾管理事務所　技師建設部工事課　技師

牧 野 紀 彦建設部施設事務所　技師建設部工事課　技師

山 田 正 作建設部施設事務所　技師建設部工事課　技師

河　 合　 ひ ろ み企画調整室（事業担当）　技師建設部港湾工事事務所　技師

小 野 田　 央　 好退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）建設部港湾工事事務所　技師

宮 地 宏 朋建設部工事課　技師建設部港湾工事事務所　技師

豊　 原　 光 四 郎企画調整室（企画担当）　主事建設部施設事務所　主事

中 村 礼 子企画調整室（環境担当）　技師建設部施設事務所　技師

宮 �　 智企画調整室（事業担当）　技師建設部施設事務所　技師

鈴 木 正 史総務部危機管理室　技師建設部施設事務所　技師

山 本 友 則港営部港営課　技師（名古屋港埠頭公社派
遣）

建設部施設事務所　技師

近 藤 章 弘港営部港湾管理事務所　技師建設部施設事務所　技師
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菊 谷 昭 彦港営部港湾管理事務所　技師建設部施設事務所　技師

石 原 大 輝建設部技術管理課　技師建設部施設事務所　技師

尾 畑 真 司建設部工事課　技師建設部施設事務所　技師

粟 野 友 美総務部会計課　主事
出納室兼務

監査委員事務局出向
出納室兼務解除

山　 中　 さ な 江企画調整室（企画担当）　主事議会事務局出向

井 戸 田　 元　 康港営部振興課　主事議会事務局出向

市 村 和 哉新規採用企画調整室（事業担当）　技師

兼 田 憲 明新規採用港営部港営課　主事

金 山 大 輔新規採用港営部振興課　主事

原　 　 勲新規採用建設部工事課　技師

（以上４月１日）

発行所　名古屋市港区港町１番１１号

名古屋港管理組合


